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別記様式第２号 別添 

浜の活力再生プラン 
（第２期） 

組織名 大船渡市地域水産業再生委員会 

代表者名 
会長 舩砥 秀市 

（越喜来漁業協同組合 代表理事組合長） 

１ 地域水産業再生委員会 

再生委員会の構成員 
吉浜漁業協同組合、越喜来漁業協同組合、綾里漁業協同組合、大船渡市漁業協同組

合、岩手県漁業協同組合連合会、大船渡市、岩手県 

オブザーバー 広田湾漁業協同組合 

対象となる地域の範

囲及び漁業の種類 

１ 対象となる地域の範囲 岩手県大船渡市 

２ 漁業の種類 

(1) 漁船漁業（626人）

ア 定置漁業（８か統）

イ 定置漁業を除く（618人）

いか釣漁業、さんま棒受網漁業、船びき網（イサダ）漁業、かご漁業、刺網

漁業 ※ イサダ(ツノナシオキアミ)

(2) 養殖漁業（473人）

ホタテガイ養殖、カキ養殖、ワカメ養殖

※ 人数については、漁業種毎の漁業者を合計したものであり、組合員数とは一致し

ない(H30.3.31現在)。 

大船渡市 
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項 目 計 

大船渡市 

大船渡市 

漁協 

綾里 

漁協 

越喜来 

漁協 

吉浜 

漁協 

漁船漁業計 626 354 163 49 60 

定置漁業 8 3 1 3 1 

小計（定置漁業除く） 618 351 162 46 59 

いか釣漁業 22 9 10 2 1 

さんま棒受網漁業 8 5 3 

船びき網漁業 29 14 11 3 1 

かご漁業 341 185 88 26 42 

刺網漁業 218 138 50 15 15 

養殖漁業計 473 188 106 112 67 

ホタテガイ 118 40 28 28 22 

カキ 95 80 15 

ワカメ 260 68 78 69 45 

組合員数 2,639 1,425 412 531 271 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

 大船渡市は岩手県南部に位置し、沿岸域は起伏に富んだリアス海岸を形成し、北から吉浜湾、越喜来湾、綾

里湾、大船渡湾及び門之浜湾と５つの湾が連続し、天然資源に恵まれた好漁場となっている。  

沖合域は黒潮と親潮が交錯する世界有数の三陸漁場に面し、浅海域では、アワビやウニなどの採介藻漁業や

ワカメ、カキ、ホタテガイなどの養殖漁業、近海域では定置漁業やイカ釣り、かご・刺し網などの漁船漁業が

営まれ、水産業を基幹産業として発展してきた。 

しかし、平成23年３月に発生した東日本大震災によって、漁港施設や漁船、養殖施設等の生産基盤のほか、

流通・水産加工基盤などの多くの施設・設備が被災するなど、当市水産業は壊滅的な被害を受けた。 

このため、漁業協同組合などが中心となって国の補助制度等を活用し、漁船や定置網、養殖施設などの漁業

関係施設の復旧に取り組むとともに、市・県では、漁港・海岸保全施設など生産基盤の復旧を鋭意進めてきた。 

現状では、漁業にあっては水揚額の減少、燃油をはじめとする経費の高止まり、後継者不足など、また、水

産流通加工業においては産地及び魚市場間の競合、原材料価格の高騰、高度衛生品質管理への対応、魚食離れ

など、多くの問題に直面している。 

更に、近年は貝毒によるホタテガイ等の出荷規制の長期化、クロマグロ資源管理への対応など、当市水産業

を取り巻く環境は一層厳しさを増している。 

（２）その他の関連する現状等 

市では、施策の実現に向けた水産業の計画として、平成 32 年度までの５か年間の「大船渡市水産業振興計

画」を平成28年３月に策定し、市民生活や産業経済の復興・再建に取り組んでいる。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題 
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

前述の取組により課題となった項目について、以下のとおり対応する。 

【定置漁業】 

１ 秋サケ資源を回復させ、漁獲量の増大を図るため、サケ稚魚の計画量の放流の維持、試験研究機関と連携

した放流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育の導入、及び種卵確保のための海産親魚

の活用に取り組む(年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず)。 

２ 漁獲物の品質向上を図るとともに、付加価値を高めるため、 

(1) 秋サケについては、岩手県高度衛生品質管理基準に対応した大船渡市魚市場の基準に基づく運搬の際の低

温管理を引き続き徹底する(年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せ

ず)。

(2) 秋サケ等の付加価値向上を図るための漁船への海水殺菌装置の導入については、大船渡漁協で既に実施し

ているが、導入コスト面の制約もあり、漁協の経営判断に大きく依存することから、当市の漁協が統一的に

取り組むことは困難と判断し、プランに掲げることは控え、漁協独自の判断に委ねることとする(プランか

ら削除)。

(3) 魚種ごとに魚体のサイズ等による選別出荷については、多獲される魚種の鮮度保持を優先せざるを得な

い状況から、入網数が少なく作業量に応じた効果が期待できない魚種については取り組みを断念する一方、

サバやイワシでは取扱いによっては高値で取引される実績が得られたことから、作業工程を検討して本格的

な取り組みへと進化させる(改善実施のため、「（４）具体的な取組内容」として記載)。 

(4) スルメイカについては、四隅に穴の空いた発泡スチロールを導入することで施氷の真水によるスルメイ

カ個体の白化が抑制できたことから、保冷シートの利用に代わり、同発泡スチロールの利用を継続すること

とする ため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず)。 

３ 効果の定量化は難しいものの、ヒラメ資源管理の意識徹底のため、「ヒラメ資源管理規程」の遵守を継続

する(年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず)。 

【漁船漁業（いか釣漁業、さんま棒受網漁業、船びき網（イサダ）漁業、かご漁業、刺網漁業）】 
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１ いか釣漁業における魚体サイズ・重量ごとに区別した魚箱出荷については、一部漁業者で単価増に直結し

ており、仲買人からの要望も強いことから、引き続き取り組むとともに、単価増となった要因を検討して更

なる工夫を行う（改善実施のため、プラン掲載)。 

２ さんま棒受網漁業においては、箱詰め出荷のメリットが大きくないものの、代わってシャーベット氷を使

用することにより、魚体への接着度が増し、鮮度保持の効果が得られたことから、同漁業においてはシャー

ベット氷による施氷の導入を検討する(改善実施のため、プラン掲載)。 

３ イサダ漁業においては、 

(1) 魚市場が指定する水揚げ帰港時刻を自主的に切り上げたり、水揚げ作業の迅速化などについては、取組

が定着していることから継続実施とする(年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」と

しては記載せず)。 

(2) イサダの栄養的価値や食用化、水産業以外での利活用に期待する関係者が多いことから、イサダ食用化

等研究会に引き続き参画しながら、イサダ漁業への理解・発展に向けた取り組みを継続する(年次による取

組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず)。 

４ かご、刺網漁業 

(1) 船内生簀を用いたヒラメ・カレイ類、ソイ、タコ等の活魚出荷が魚価高に結びついた実績から、本取り

組みを継続する(年次による取組に変化が無いため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず)。 

(2) 鮮魚については、漁獲物の魚種、サイズ別の箱詰出荷を計画したものの、漁獲数が少ないなど箱詰めす

る条件が整わない場合が多かったため、魚価高が期待できる一部の魚種で取り組みを継続する(改善実施の

ため、プラン掲載)。 

【養殖漁業(いずれも新規のため、プラン掲載(４を除く))】 

１ ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行し、種苗確保の安定化及び生産コ

ストの削減を図る。 

２ カキ養殖では、 

(1) 冬季を中心としたマガキ出荷に加え、大船渡市漁協赤崎地区では、近年、夏季に出荷する岩ガキを組み

合わせた周年出荷の形態が広まりつつあることから、当地域において周年出荷の取組を本格化させるととも

に、生食用殻付カキ（赤崎ブランド）の販路拡大を図ることで、漁家所得の向上を図る。 

(2) また、大船渡市漁協赤崎地区では、市場価格の安定化を図るため、殻付きカキは事前に市場との間でサ

イズや量を調整できる注文出荷の比率を高めていく。 

３ ワカメ養殖では、 

(1) 定置乗組員が不足している大きな原因が、定置漁業が操業していない間の非雇用による収入の不安定さ

であることから、区画漁業権の漁協自営を検討し、定置漁業が操業していない間はワカメ養殖に従事させる

ことで、周年雇用と収入の安定化を図る。 

(2) 全ワカメ養殖漁業者は、安定出荷の推進と人出不足への対応を進めるため、ワカメの通年出荷を検討す

る。 

(3) 養殖漁業者の高齢化等により養殖施設の利用率が低下しつつあることから、地域の漁船漁業を営む法人

組合員に対しワカメ養殖への参入を促すなど、漁場の有効活用を推進することで、生産量の維持・増大を図

る。 

４ 養殖業共通 

全ての業態において、従事者や作業員の減少・高齢化が顕著であり、取扱量が減少することは、漁家収入

の減少とともに、漁協の手数料収入等の減少に直結し、地域の基幹産業や水産業への魅力低下に結びつくも

のであるため、気仙地域水産業再生員会が策定した浜の活力再生広域プランに基づく担い手育成の取り組み

を着実に履行する必要がある(広域プランで対応するため、プランに記載せず)。 

【全漁業種】 
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１ 販路の拡大及び魚食普及や地場産品等のＰＲは、東日本大震災による販路の復活や水産業に対する理解醸

成等の面から重要な取り組みである。一方、漁協青年部や女性部、各種部会の活動も秋サケの不漁に伴う漁

協収益の悪化などから、これら取組が縮小・形骸化している状況にある。 

２ このため、これらの活動を各漁協が単独で実施するのではなく、当プランの策定を機に複数の漁協が連携

してスケールメリットを活かしつつ、農林畜産業とも協力し、産業まつりや各種地元のイベントに委員会と

して参画するなど、ＰＲ効果を高める活動へと移行する必要がある(改善実施のため、プラン掲載)。 

３ インターネットによる販売実績が近年上昇していることを踏まえ、魚市場への出荷、県漁連共販を主とし

ながらも、地場産品のインターネット販売の比率を高め、特に、ギフト商品や企画モノによる特化型の商品

展開で漁家の副収入としての魅力を創出する(改善実施のため、プラン掲載)。 

４ 漁業経営の安定化、経費支出の抑制を図るため、セーフティネット構築事業への加入推進を行う(年次に

よる取組に変化は無いが、経費節減効果が大きいため、プラン記載)。 

５ 燃油コスト削減を図るため、引き続き、船底清掃や減速航行を徹底する(年次による取組に変化は無いが、

経費節減効果が大きいため、プラン記載)。 

６ 漁業活動、作業の効率化及びコスト削減を図るため、水産業競争力強化緊急対策事業の導入を検討する(改

善実施のため、プラン掲載)。  

７ 漁獲物の品質確保のため、有害生物漁業被害防止総合対策事業を導入し、定置網に入網するキタミズクラ

ゲや大型クラゲの洋上駆除を実施(検討)する(改善実施のため、プラン掲載)。 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

漁獲努力量の削減・維持の担保措置として次の項目に取り組み、遵守する。 

【共通項目】 

資源管理計画を遵守し漁業資源の維持管理に取り組む。 

【養殖漁業】 

① 区画漁業権の管理及び行使に関する必要な事項を定めた漁業権行使規則を遵守。

② 養殖漁場の維持・改善のため養殖施設台数や適正養殖可能数量等を定めた漁場利用計画を遵守。

③ 漁協部会等における漁期対策を遵守。

【漁船漁業】 

① 岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、操業時間、漁獲サイズ、漁具等規制を遵守。

② 岩手県海区漁業調整委員会指示によるサケ・マスの採捕制限、定置漁業の保護区域の設定等に基

づく適正操業。

③ 共同漁業権行使規則による規制措置の適正行使。

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

１年目（平成３１年度）  

以降、以下の取組については、毎年の取組の進捗状況や成果等を踏まえ、段階的に対策範囲を拡大するな

ど、必要に応じた見直しを行いつつ関係者が一丸となって取組む。 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.1％増加させる。 

【定置漁業】 

１ 定置網で漁獲した魚種のうち、サバ、マイワシは魚体サイズによる選別出荷により高値で

取引されることから、サイズ区分について仲買人と定置漁業者代表との間で調整することを

検討する。 

【漁船漁業】 

１ いか釣り漁業者による魚体サイズ別出荷は仲買人からの要望も強いことから、四隅に穴の
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開いた魚箱に下氷し、サイズ別箱詰出荷を継続する。 

２ さんま棒受網漁業においては、個体の鮮度保持、冷却効果がより高いシャーベット氷の導

入を検討するとともに、漁協、魚市場においても施設や機器導入が可能か併せて検討する。 

３ かご、刺網漁業者は、活魚出荷を中心とした取り組みを継続するとともに、鮮魚扱いは、

サイズ別の箱詰出荷を基本とするが、漁獲数が少ない場合は箱詰めできないため、多獲され

た魚種について試行的に箱詰出荷し、価格動向を把握する。 

【養殖漁業】 

１ ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行するため、種苗採

集の手法や海域、時期について漁協単位で検討する。 

２ カキ養殖では、 

(1) 大船渡市漁協赤崎地区では、マガキの周年出荷、岩ガキの夏季出荷に向け、カキ生産者

による出荷組織を結成し、統一的、組織的な体制づくりに向けた検討を進める。併せて、当

地域の生食用殻付カキ（赤崎ブランド）の販路拡大に取り組む。 

(2) 大船渡市漁協赤崎地区では、市場価格の安定化を図るための殻付きカキの注文出荷の取

組内容について協議する。 

３ ワカメ養殖では、 

(1) 定置乗組員が不足している大きな要因として、定置漁業が操業していない間、解雇され

ることで収入減となることがあることから、漁協が区画漁業権を取得し自営することを検討

し、定置漁業が操業していない間はワカメ養殖に従事させることで、周年雇用と収入の安定

化による定置乗組員の確保を図る。 

(2) 全ワカメ養殖漁業者は、安定出荷の推進と人出不足、集約的作業からの開放を目的に、

塩蔵ワカメの芯抜きをすぐ行わず、芯付きのままで冷蔵保管し、芯抜き作業の自由度を確保

する出荷形態について、漁協、漁業者、県漁連において協議することを検討する。 

【全漁業種】 

１ 漁協単独で参画する産業まつりや各種地元のイベント等について、委員会として複数の漁

協が連携したスケールメリットを活かすことが重要と考え、委員会として参画する内容につ

いて、市やまつり主催者等と協議することを検討する。 

２ インターネットによる販売実績が近年上昇していることを踏まえ、地場産品のインターネ

ット販売、特に、ギフト商品や企画モノによる特化型の商品展開について、漁協と漁業者の

間で協議することを検討する。 

３ 綾里漁協で行っているアンテナショップによる水産物の販売や、情報誌「食べる通信」の

発行などを継続するとともに、他漁協においても情報誌の発行について協議することを検討

する。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を

促進する。 

２ 全漁業者は、航行時の流水抵抗を減らすことにより、燃油消費量の削減を図るため、船底、

プロペラの定期的な清掃を行う。 

３ 定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から２ノット減速）に

取り組む。 

４ 定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置２漁場の漁獲物を一括して運搬すること

を検討する。 

５ 漁船漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から1ノット減速）に
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取り組む。 

６ サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の入

手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

７ 全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大している

機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要な情

報を提供する。 

８ 全漁業者は、コスト削減、効率的創業の観点から、もうかる漁業創設支援事業の導入を検

討し、改革型漁船等の収益性改善に取り組む。 

９ 定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲによる刺突痕による魚価の

下落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを活

用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金

２年目（令和２年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.3％増加させる。 

【定置漁業】 

１ 定置網で漁獲したサバ、マイワシの魚体サイズ選別出荷のサイズ区分について、仲買人と

定置漁業者代表との間で調整することを引き続き検討する。 

【漁船漁業】 

１ いか釣り漁業者による魚体サイズ別箱詰出荷を継続する。 

２ さんま棒受網漁業におけるシャーベット氷の導入を引き続き検討するとともに、漁協、魚

市場においても施設や機器導入が可能か併せて検討する。 

３ かご、刺網漁業者による活魚出荷を継続するとともに、鮮魚扱いのサイズ別箱詰出荷につ

いては、多獲された魚種について引き続き試行的に箱詰出荷し、価格動向を把握する。 

【養殖漁業】 

１ ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地種生産に移行するため、種苗採集

の手法や海域、時期について漁協単位で引き続き検討する。 

２ カキ養殖では、 

(1) 大船渡市漁協赤崎地区では、マガキの周年出荷、岩ガキの夏季出荷に向け、カキ生産者

による出荷組織を結成し、統一的、組織的な体制づくりに向けた協議を行う。また、当地域

の生食用殻付カキ（赤崎ブランド）の販路拡大を受け、集出荷の効率化や衛生面を強化する

ために、既存施設に隣接して新たに荷さばき施設を整備する。 

(2) 大船渡市漁協赤崎地区では、市場価格の安定化を図るための殻付きカキの注文出荷の取

組内容について引き続き協議する。 

３ ワカメ養殖では、 

(1) 漁協は区画漁業権を取得し自営することを、令和５年度の漁業権切替に向け検討する。

(2) 全ワカメ養殖漁業者は、芯抜き作業の自由度を確保する出荷形態について、漁協、漁業

者、県漁連において協議することを引き続き検討する。 
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(3) 綾里地区では、高齢化等により利用率が低下した漁場の有効活用を図るため、漁船漁業

を営む法人組合員の養殖業参入を検討する。 

【全漁業種】 

１ 産業まつりや各種地元のイベント等への委員会としての参画について、市やまつり主催者

等と協議することを引き続き検討する。 

２ 地場産品のインターネット販売におけるギフト商品や企画モノによる特化型の商品展開

について、漁協と漁業者の間で協議する。 

３ 漁協は地元水産物の消費拡大を図るための情報誌の作成・発行について協議する。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を

促進する。 

２ 全漁業者は、航行時の流水抵抗を減らすことにより、燃油消費量の削減を図るため、船底、

プロペラの定期的な清掃を行う。 

３ 定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から２ノット減速）に

取り組む。 

４ 定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置２漁場の漁獲物を一括して運搬すること

を検討する。 

５ 漁船漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から1ノット減速）に

取り組む。 

６ サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の入

手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

７ 全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大している

機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要な情

報を提供する。 

８ 全漁業者は、コスト削減、効率的創業の観点から、もうかる漁業創設支援事業の導入を検

討し、改革型漁船等の収益性改善に取り組む。 

９ 定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲによる刺突痕による魚価の

下落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを活

用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金

３年目（令和３年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.3％増加させる。 

【定置漁業】 

１ 定置網で漁獲したサバ、マイワシの魚体サイズ選別出荷のサイズ区分について、仲買人と

定置漁業者代表との間で調整する。 

【漁船漁業】 

１ いか釣り漁業者による魚体サイズ別箱詰出荷を継続する。 

２ さんま棒受網漁業におけるシャーベット氷の導入を引き続き検討するとともに、漁協、魚
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市場においても施設や機器導入が可能か併せて検討する。 

３ かご、刺網漁業者による活魚出荷を継続するとともに、鮮魚扱いのサイズ別箱詰出荷の対

象となる魚種の選定を検討する。 

【養殖漁業】 

１ ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地種生産に移行するため、種苗採集

の手法や海域、時期について確定し、試行的に取り組む。 

２ カキ養殖では、 

(1) 大船渡市漁協赤崎地区では、マガキの周年出荷、岩ガキの夏季出荷に向け、カキ生産者

による出荷組織を結成し、統一的、組織的な体制での出荷を試行的に実施する。併せて、当

地域の生食用殻付カキ（赤崎ブランド）の更なる販路拡大に取り組む。 

(2) 大船渡市漁協赤崎地区では、市場価格の安定化を図るための殻付きカキの注文出荷の取

組を試行的に行う。 

３ ワカメ養殖では、 

(1) 漁協は区画漁業権を取得し自営することを、令和５年度の漁業権切替に向け引き続き検

討する。 

(2) 全ワカメ養殖漁業者は、芯抜き作業の自由度を確保する出荷形態について、漁協、漁業

者、県漁連において検討する。 

(3) 綾里地区では、高齢化等により利用率が低下しつつある漁場の有効活用を図るため、ワ

カメ養殖に参入する法人組合員は、養殖生産に要する施設や機器等を整備するとともに、ボ

イル塩蔵加工により付加価値を高めた出荷を行うため、加工処理施設を整備する。 

【全漁業種】 

１ 産業まつりや各種地元のイベント等への委員会としての参画について、市やまつり主催者

等と協議する。 

２ 地場産品のインターネット販売におけるギフト商品や企画モノによる特化型の商品展開

について、試行的に取り組む。 

３ 漁協は地元水産物の消費拡大を図るための情報誌の作成・発行について試行的に取り組

む。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入を

促進する。 

２ 全漁業者は、航行時の流水抵抗を減らすことにより、燃油消費量の削減を図るため、船底、

プロペラの定期的な清掃を行う。 

３ 定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から２ノット減速）に

取り組む。 

４ 定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置２漁場の漁獲物を一括して運搬すること

を引き続き検討する。 

５ 漁船漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から1ノット減速）に

取り組む。 

６ サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の入

手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

７ 全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大している

機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要な情

報を提供する。 
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８ 全漁業者は、コスト削減、効率的創業の観点から、もうかる漁業創設支援事業の導入を検

討し、改革型漁船等の収益性改善に取り組む。 

９ 定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲによる刺突痕による魚価の

下落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを活

用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金

４年目（令和４年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.3％増加させる。 

【定置漁業】 

１ 定置網で漁獲したサバ、マイワシの魚体サイズ選別出荷のサイズ区分について、仲買人

と定置漁業者代表との間で決定し、試行的に取り組む。 

【漁船漁業】 

１ いか釣り漁業者による魚体サイズ別箱詰出荷を継続する。 

２ さんま棒受網漁業におけるシャーベット氷の導入は、設備が整っている漁港においては

試行的に実施する。 

なお、漁協、魚市場においては経費の面で施設や機器導入が可能な場合は導入に向けた

検討を行うが、経費的に導入が難しい場合は断念する。 

３ かご、刺網漁業者による活魚出荷を継続するとともに、鮮魚扱いのサイズ別箱詰出荷の

対象となる魚種において試行的に実施する。 

【養殖漁業】 

１ ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地種生産に移行するため、種苗採集

の手法や海域、時期について確定し、引き続き試行的に取り組む。 

２ カキ養殖では、 

(1) 大船渡市漁協赤崎地区では、マガキの周年出荷、岩ガキの夏季出荷に向け、カキ生産者

による出荷組織を結成し、統一的、組織的な体制での出荷を試行的に実施する。併せて、

当地域の生食用殻付カキ（赤崎ブランド）の更なる販路拡大に取り組む。 

(2) 大船渡市漁協赤崎地区では、市場価格の安定化を図るための殻付きカキの注文出荷の

取組を引き続き試行的に行う。 

３ ワカメ養殖では、 

(1) 漁協は区画漁業権を取得し自営することを、次年度の漁業権切替に向け検討し、可能な

場合は漁場計画策定に向け作業を開始するが、困難と判断した場合は断念する。 

(2) 全ワカメ養殖漁業者は、芯抜き作業の自由度を確保する出荷形態について、試行的に取

り組む。 

(3) 綾里地区では、高齢化等により利用率が低下しつつある漁場の有効活用を図るため、漁

船漁業を営む法人組合員による養殖とボイル塩蔵出荷を実施する。 

【全漁業種】 

１ 産業まつりや各種地元のイベント等への委員会としての参画について、可能と判断した

イベント等に試行的に参画する。
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２ 地場産品のインターネット販売におけるギフト商品や企画モノによる特化型の商品展開

について、引き続き試行的に取り組む。 

３ 漁協は地元水産物の消費拡大を図るための情報誌の作成・発行について引き続き試行的

に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.2％削減する。 

１ 漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 

２ 全漁業者は、航行時の流水抵抗を減らすことにより、燃油消費量の削減を図るため、船

底、プロペラの定期的な清掃を行う。 

３ 定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から２ノット減速）

に取り組む。 

４ 定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置２漁場の漁獲物を一括して運搬するこ

とを引き続き検討する。 

５ 漁船漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から 1 ノット減速）

に取り組む。 

６ サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

７ 全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要

な情報を提供する。 

８ 全漁業者は、コスト削減、効率的創業の観点から、もうかる漁業創設支援事業の導入を

検討し、改革型漁船等の収益性改善に取り組む。 

９ 定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲによる刺突痕による魚価

の下落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプ

を活用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 

・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金

５年目（令和５年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.9％増加させる。 

【定置漁業】 

１ 定置網で漁獲したサバ、マイワシの魚体サイズ選別出荷を本格導入する。 

【漁船漁業】 

１ いか釣り漁業者による魚体サイズ別箱詰出荷を継続する。 

２ さんま棒受網漁業におけるシャーベット氷の導入は、設備が整っている漁港においては

本格的に実施する。 

３ かご、刺網漁業者による活魚出荷を継続するとともに、鮮魚扱いのサイズ別箱詰出荷の

対象となる魚種において本格的に実施する。 

【養殖漁業】 

１ ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地種生産に移行するため、種苗採集
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の手法や海域、時期について確定し、本格的に取り組む。 

２ カキ養殖では、 

(1) 大船渡市漁協赤崎地区では、マガキの周年出荷、岩ガキの夏季出荷に向け、カキ生産者

による出荷組織を結成し、統一的、組織的な体制での出荷を本格的に実施する。併せて、

当地域の生食用殻付カキ（赤崎ブランド）の更なる販路拡大に取り組む。 

(2) 大船渡市漁協赤崎地区では、市場価格の安定化を図るための殻付きカキの注文出荷の取

組を本格的に行う。 

３ ワカメ養殖では、 

(1) 漁協による区画漁業権取得による自営については、前年度の結果に基づき対応する。

(2) 全ワカメ養殖漁業者は、芯抜き作業の自由度を確保する出荷形態について、本格的に取

り組む。 

(3) 綾里地区では、高齢化等により利用率が低下しつつある漁場の有効活用を図るため、漁

船漁業を営む法人組合員による養殖とボイル塩蔵出荷を実施する。 

【全漁業種】 

１ 産業まつりや各種地元のイベント等への委員会としての参画について、可能と判断した

イベント等に参画する。 

２ 地場産品のインターネット販売におけるギフト商品や企画モノによる特化型の商品展開

について、本格的に取り組む。 

３ 漁協は地元水産物の消費拡大を図るための情報誌の作成・発行について本格的に着手す

る。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心とした漁業経費を基準年から0.2％削減する。 

１ 漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 

２ 全漁業者は、航行時の流水抵抗を減らすことにより、燃油消費量の削減を図るため、船

底、プロペラの定期的な清掃を行う。 

３ 定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から２ノット減速）

に取り組む。 

４ 定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置２漁場の漁獲物を一括して運搬するこ

とを引き続き検討する。 

５ 漁船漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度から 1 ノット減速）

に取り組む。 

６ サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

７ 全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要

な情報を提供する。 

８ 全漁業者は、コスト削減、効率的創業の観点から、もうかる漁業創設支援事業の導入を

検討し、改革型漁船等の収益性改善に取り組む。 

９ 定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲによる刺突痕による魚価

の下落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプ

を活用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
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・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金

（５）関係機関との連携 

大船渡市と連携しながら、岩手県及び岩手県漁業協同組合連合会やその他専門機関のアドバイスを受けなが

ら実施する。 

４ 目標  

（１）所得目標 

漁業所得の10％向上 
基準年 基準年漁業所得（１経営体当たり）  円 

目標年 令和５年度漁業所得（１経営体当たり）  円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性 
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（３）所得目標以外の成果目標 

かご・刺網 

ヒラメ 
6.5％単価向上 

基準年 平成25-29年度5中3平均 1,069円/kg 

目標年 令和５年度 1,139円/kg 

養殖 

ホタテガイ 
2.5％単価向上 

基準年 平成25-29年度5中3平均 472円/kg 

目標年 令和５年度 484円/kg 

養殖 

カキ 
3.0％単価向上 

基準年 平成25-29年度5中3平均 309円/kg 

目標年 令和５年度 318円/kg 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

 生産者の高齢化や担い手不足により、生産量の大幅な増加が見込めない状況であることから、本プランの

着実な実行により、生産物の付加価値向上を図り、所得向上を目指す。 

基準年は、所得目標と同様に、平成25年度から平成29年度の５か年実績のうち最上位と最下位を除く３

年間の平均値とした。 

１ ヒラメ（かご、刺網漁業） 

ヒラメの活魚出荷（単価 5.0％向上）及び販路拡大の取組（単価 1.5％向上）により、6.5％の単価向上

を目指す。 

 （基準年）1,069円/kg×1.065≒1,139円/kg 

２ ホタテ（養殖） 

地場採苗による安定出荷（1.0％）や販路拡大の取組（1.5％）により、2.5％の単価向上を目指す。 

 （基準年）472円/kg×1.025≒484円/kg 

３ カキ（養殖） 

 需要に応じた形態で出荷する注文出荷（1.5％）及び販路拡大の取組（1.5％）により、3.0％の単価向上

を目指す。※単価は殻付き重量あたりの金額 

（基準年）309円/kg×1.030≒318円/kg 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 (検討事項) 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業経営セーフティネット構築事業 燃油高騰時の漁業者への影響緩和による漁業経営の安定化 

新規漁業就業者総合支援事業 
意欲ある若者の漁業への新規参入や継続就業への周辺環境整備によ

る担い手確保・育成支援 

漁村女性地域実践活動促進事業 漁協女性部の実践活動支援によるイベント等への参画 

有害生物漁業被害防止総合対策事業 
改良漁具の導入や洋上駆除により、入網個体への刺突痕による魚価下

落の防止と労働の軽減化 

浜の活力再生・成長促進交付金 
必要に応じた浜プランの見直しや施設整備、水産資源の管理・維持増

大など、浜プランの目標達成の支援 




